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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第114期
第２四半期
連結累計期間

第114期
第２四半期
連結会計期間

第113期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 47,048 24,046 93,948

経常利益 (百万円) 5,215 2,261 8,342

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,638 923 4,023

純資産額 (百万円) ― 64,146 62,633

総資産額 (百万円) ― 89,992 87,404

１株当たり純資産額 (円) ― 1,163.20 1,135.38

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 51.30 17.95 77.60

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 66.5 66.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,349 ― 12,779

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,761 ― △7,650

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △579 ― △1,722

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 15,608 13,632

従業員数 (名) ― 2,389 2,320

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 2,389

(注) 従業員は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 1,262

(注) 従業員は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

プレス関連製品事業 14,768

非プレス関連製品事業 8,029

合計 22,797

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、販売価格によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

プレス関連製品事業 12,812 9,828

非プレス関連製品事業 9,759 3,190

合計 22,572 13,018

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

プレス関連製品事業 14,135

非プレス関連製品事業 9,910

合計 24,046

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

日産自動車㈱ 8,211 34.15

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間における日本経済は、ガソリン価格の高騰や物価高などにより個人消費の

冷え込みが続き、また、世界的な金融不安の高まりや株安等の影響も加わり急速に悪化しました。当社グ

ループの主力であります自動車業界におきましては、新興国などの海外需要を背景に国内生産台数は増

加いたしましたが、国内の自動車販売は登録車、軽自動車ともに振るわず前年割れとなっております。

　このような環境のなか当社グループにおきましては、海外ではこれまで大きく売上を伸ばしてきました

北米工場が米国の景気低迷などの影響を受けましたが、国内では輸出車種が比較的好調であったことに

より、当第２四半期連結会計期間の連結売上高は240億４千６百万円となりました。

　

①　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

〈プレス関連製品事業〉

自動車関連部門におきましては、国内では新車販売の低迷により一部車種は苦戦いたしましたが、

昨年度立ち上がった輸出車種が順調に売上を伸ばすことができました。

一方、北米の生産拠点であるTopre America Corporationにおきましては、主力車種の販売台数減

少や為替変動の悪影響を受けました。　

これらを合計したプレス関連製品事業では、売上高は141億３千５百万円となりました。

〈非プレス関連製品事業〉

冷凍車部門におきましては、一昨年より続くトラック需要の減少に回復気配が見られず、販売台数

を減少させました。

空調機器部門におきましては、半導体・液晶工場向けのクリーンルーム用機器が、大型物件の減少

により大きく売上を減少させ、また、住宅用換気システムも住宅販売の不振により売上を減少させま

した。

これらを合計した非プレス関連製品事業では、売上高は99億１千万円となりました。

　

利益面につきましては、非プレス関連製品事業では、売上の減少や原材料費・ガソリン価格の高騰

により苦戦いたしましたが、プレス関連製品事業において、売上の増加や新車種が順調に立ち上がっ

た結果、営業利益は22億３千９百万円となりました。

四半期純利益につきましては、９億２千３百万円となりました。

　

②　所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

〈日本〉

日本国内におきましては、売上高は199億４千２百万円となり、営業利益は15億７千９百万円とな

りました。

〈北米〉

北米におきましては、売上高は41億３百万円となり、営業利益は６億６千万円となりました。

　

　

EDINET提出書類

東プレ株式会社(E01382)

四半期報告書

 5/28



(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産につきましては、受取手形及び売掛金の増加(12億６千５百万

円)、有価証券の増加(41億９千５百万円)などにより流動資産が49億９千８百万円増加いたしましたが、

有形固定資産の減少(19億３千４百万円)、投資有価証券の減少(３億７千７百万円)などにより固定資産

が24億１千万円減少したことにより、899億９千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ25億８千８百

万円増加いたしました。

　負債につきましては、支払手形及び買掛金の増加(８億２千３百万円)、未払法人税等の増加(５億５千１

百万円)などにより流動負債が13億４千２百万円増加いたしましたが、役員退職慰労引当金の減少(10億

３千万円)、長期未払金の増加(９億５千９百万円)、長期借入金の減少(１億６千２百万円)などにより固

定負債が２億６千７百万円減少したことにより、258億４千６百万円となり、前連結会計年度末に比べ10

億７千６百万円増加いたしました。

　純資産につきましては、利益剰余金の増加(22億８千万円)、評価・換算差額等の減少(８億５千３百万

円)などにより、641億４千６百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億１千３百万円増加いたしまし

た。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末と比較して６

億９百万円増加し、156億８百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、52億８千４百万円の増加となりました。主な増加要因としまし

ては、税金等調整前四半期純利益が17億２千９百万円計上し、非資金取引である減価償却費が18億５千３

百万円、棚卸資産が９億３千９百万円減少、賞与引当金７億５千万円の計上、投資有価証券評価損５億５

百万円などによるものであります。また、主な減少要因としましては、その他の負債が３億３千２百万円

減少、売上債権が３億６百万円増加したことなどによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、45億２千２百万円の減少となりました。主な要因としまして

は、有形固定資産の取得に16億１百万円、有価証券及び投資有価証券などの取得に33億２千６百万円支出

したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、２億２千９百万円の減少となりました。主な要因としまして

は、短期借入金及び長期借入金の返済に１億７千６百万円支出したことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億６千８百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　　　　

(2) 設備の新設、除却等の計画

①重要な設備の新設、除却等

　当第２四半期連結会計期間において、前連結会計期間末に計画中であった重要な設備の　　　　　　　

　新設、除却等について、重要な変更はありません。

　　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等は

　ありません。

　②重要な設備計画の完了

　　前第１四半期連結会計期間末に計画した設備の新設のうち、当第２四半期連結会計期間に

　おいて完了したものは以下のとおりであります。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
投資総額

資金調達方
法

着手年月 完了年月
完成後の
増加能力

(百万円)

提出
会社

相模原事業所
(神奈川県相模原市)
広島事業所
(広島県東広島市)

プレス関連
製品事業

自動車プレス
部品用金型新
設

 

287自己資金
平成20年
６月

平成20年
９月

同程度

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 81,240,000

計 81,240,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,021,82454,021,824
東京証券取引所
（市場第一部）

―
 

計 54,021,82454,021,824 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

― 54,021,824 ― 5,610 ― 4,705
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８-11 3,270 6.05

東プレ株式会社 東京都中央区日本橋３丁目12-２ 2,598 4.81

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２-１ 2,553 4.73

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４-５ 2,552 4.72

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６-６ 2,346 4.34

石井直子 東京都目黒区 1,951 3.61

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内１丁目３-３ 1,865 3.45

相川同族株式会社 東京都中央区日本橋３丁目12-２ 1,439 2.67

石井恭平 東京都目黒区 1,418 2.62

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11-３ 1,344 2.49

計 ― 21,340 39.50

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりである。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   3,270千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 　　　1,344千株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
2,598,900

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
51,347,000

513,470 ―

単元未満株式
普通株式
75,924

― ―

発行済株式総数 54,021,824― ―

総株主の議決権 ― 513,470 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式　71株が含まれております。　

　

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東プレ株式会社

東京都中央区日本橋
３-12-２

2,598,900 ― 2,598,9004.81

計 ― 2,598,900 ― 2,598,9004.81

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 944 1,0201,048 974 980 915

最低(円) 812 884 937 785 766 666

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条１項

第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,618 9,253

受取手形及び売掛金 21,936 20,671

有価証券 9,013 4,818

商品及び製品 809 887

仕掛品 2,716 2,650

原材料及び貯蔵品 1,301 1,494

その他 6,667 6,285

貸倒引当金 △16 △14

流動資産合計 51,046 46,048

固定資産

有形固定資産 ※１
 24,810

※１
 26,744

無形固定資産 158 174

投資その他の資産

投資有価証券 11,480 11,857

その他 2,596 2,670

貸倒引当金 △100 △91

投資その他の資産 13,976 14,436

固定資産合計 38,945 41,355

資産合計 89,992 87,404

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 16,397 15,574

短期借入金 30 30

1年内返済予定の長期借入金 315 316

未払法人税等 1,390 839

賞与引当金 1,234 1,197

役員賞与引当金 40 80

製品保証引当金 192 196

その他 3,072 3,096

流動負債合計 22,671 21,329

固定負債

長期借入金 500 662

その他 2,674 2,778

固定負債合計 3,174 3,441

負債合計 25,846 24,770

純資産の部

株主資本

資本金 5,610 5,610

資本剰余金 4,841 4,841

利益剰余金 50,381 48,101

自己株式 △1,597 △1,585

株主資本合計 59,236 56,968

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 898 1,030

為替換算調整勘定 △319 400

評価・換算差額等合計 578 1,431

少数株主持分 4,331 4,234

純資産合計 64,146 62,633
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負債純資産合計 89,992 87,404
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 47,048

売上原価 37,958

売上総利益 9,089

販売費及び一般管理費 ※１
 4,448

営業利益 4,641

営業外収益

受取利息 87

受取配当金 157

有価証券売却益 16

固定資産賃貸料 56

為替差益 143

保険配当金 89

その他 46

営業外収益合計 596

営業外費用

支払利息 8

有価証券売却損 1

固定資産賃貸費用 11

その他 1

営業外費用合計 22

経常利益 5,215

特別利益

固定資産売却益 7

投資有価証券売却益 1

その他 0

特別利益合計 9

特別損失

固定資産除却損 40

減損損失 3

投資有価証券評価損 508

その他 0

特別損失合計 552

税金等調整前四半期純利益 4,672

法人税、住民税及び事業税 1,785

法人税等調整額 46

法人税等合計 1,831

少数株主利益 201

四半期純利益 2,638
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 24,046

売上原価 19,534

売上総利益 4,511

販売費及び一般管理費 ※１
 2,271

営業利益 2,239

営業外収益

受取利息 42

受取配当金 17

固定資産賃貸料 25

保険配当金 89

その他 27

営業外収益合計 203

営業外費用

支払利息 7

固定資産賃貸費用 5

為替差損 167

その他 0

営業外費用合計 181

経常利益 2,261

特別利益

固定資産売却益 6

その他 0

特別利益合計 6

特別損失

固定資産除却損 32

投資有価証券評価損 505

その他 0

特別損失合計 538

税金等調整前四半期純利益 1,729

法人税、住民税及び事業税 1,086

法人税等調整額 △373

法人税等合計 713

少数株主利益 93

四半期純利益 923
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 4,672

減価償却費 3,819

賞与引当金の増減額（△は減少） 36

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △40

製品保証引当金の増減額（△は減少） △4

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1,030

前払年金費用の増減額（△は増加） 82

受取利息 △87

受取配当金 △157

為替差損益（△は益） △148

有価証券売却損益（△は益） △15

投資有価証券売却損益（△は益） △1

投資有価証券評価損益（△は益） 508

固定資産除却損 40

売上債権の増減額（△は増加） △1,343

たな卸資産の増減額（△は増加） 134

仕入債務の増減額（△は減少） 909

その他 808

小計 8,184

利息及び配当金の受取額 196

利息の支払額 △5

法人税等の支払額 △1,026

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,349

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,101

定期預金の払戻による収入 600

有価証券の取得による支出 △1,598

有価証券の売却による収入 451

有形固定資産の取得による支出 △2,335

投資有価証券の取得による支出 △1,280

投資有価証券の売却及び償還による収入 311

信託受益権の償還による収入 114

貸付けによる支出 △21

貸付金の回収による収入 50

その他 48

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,761

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 30

短期借入金の返済による支出 △30

長期借入金の返済による支出 △157

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1

自己株式の取得による支出 △12

自己株式の売却による収入 0

配当金の支払額 △358

少数株主への配当金の支払額 △50

財務活動によるキャッシュ・フロー △579

現金及び現金同等物に係る換算差額 △32

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,975

現金及び現金同等物の期首残高 13,632

現金及び現金同等物の四半期末残高 15,608
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　会計方針の変更

(1)　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会

　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下によ

る簿価切下げの方法)に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益が86百万円それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

(2)　連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」(企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号)を適用しております。

　なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益へ与える影響はありません。

 

(3)　リース取引に関する会計基準の適用

当連結会計年度の第1四半期連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成

５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号)を早

期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。

　また、リース資産の減価償却方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法によって

おります。

　なお、リース契約締結日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これに伴う当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

　　当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　　　　該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

１　有形固定資産の耐用年数の変更

　　平成20年度の法人税法改正に伴い、当社及び国内連結子会社は、機械設備について、当第１四半期連結会

　計期間より耐用年数の変更を行っております。

　　この結果、従来と同一の基準によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間の減価償却費は70百万円

　増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ同額減少しております。

　　なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。

 

２　役員退職慰労金制度の廃止

　　平成20年５月14日開催の取締役会において、取締役及び監査役の退職慰労金制度を平成20年６月26日開催の
　定時株主総会終結時の時をもって廃止することを決議しました。
　　なお、役員退職慰労金制度廃止日(同定時株主総会終結時)までの在任期間を対象とする退職慰労金の打ち切
　り支給については、各取締役及び各監査役の退任時に支給することとし、平成20年６月26日開催の定時株主総　
　会において承認されました。
　　この結果、前連結会計年度末役員退職慰労引当金残高1,030百万円のうち、当連結会計年度中の目的取崩額を
　除く金額943百万円については、長期未払金として固定負債の「その他」に含めて計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※１　有形固定資産減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　　

81,134百万円 78,647百万円

　２  保証債務　　　　 　２  保証債務　　　　

　　　　下記の会社の仕入債務に対し債務保証を行っ

　　　ております。

　　　　下記の会社の仕入債務に対し債務保証を行っ

　　　ております。

　　　Eagle Wings Industries,Inc.       15百万円　　 　Eagle Wings Industries,Inc.   　  11百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次

　　のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　　　

　　従業員給料手当　　　　　　　　　　1,108百万円

　　荷造運搬費　　　　　　　　　　　　  916百万円　

　

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次

　　のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　　　

　　従業員給料手当　　　　　　　　　　  550百万円

　　荷造運搬費　　　　　　　　　　　　  466百万円　　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 8,618百万円

有価証券 9,013  〃

債権等信託受益権 3,500  〃

　　　計 21,132百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △2,804　〃

償還期間が３か月を超える

有価証券等
△2,718　〃

現金及び現金同等物 15,608百万円
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(株主資本等関係)

　

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 54,021

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 2,598

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 358 7.00平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月13日
取締役会

普通株式 359 7.00平成20年９月30日 平成20年12月５日 利益剰余金

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)

その他有価証券で時価のあるもの

　

区分 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 6,775 8,368 1,592

債券 3,450 3,284 △166

その他 607 557 △49

計 10,833 12,209 1,376

　

前連結会計年度末(平成20年３月31日)

その他有価証券で時価のあるもの

　

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 6,415 8,244 1,829

債券 3,484 3,386 △98

その他 907 869 △38

計 10,807 12,500 1,692
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
プレス関連 
製品事業
(百万円)

非プレス関連
製品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

14,135 9,910 24,046 ― 24,046

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

513 720 1,234 (1,234) ―

計 14,649 10,631 25,280(1,234)24,046

営業利益 1,789 450 2,239 (―) 2,239

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
プレス関連　
製品事業
(百万円)

非プレス関連
製品事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

27,542 19,506 47,048 ― 47,048

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,048 1,450 2,499 (2,499) ―

計 28,590 20,957 49,547(2,499)47,048

営業利益 3,757 884 4,641 (―) 4,641

(注)　１　事業区分の方法

　　当社は事業区分を、製品の種類・性質の類似性を考慮し、プレス関連製品の事業と非プレス関連製品の事

　業とにセグメンテーションしております。

　　　２　各事業区分の主要製品

事業区分 売上区分 主要製品

プレス関連　　製
品事業

　プレス製品

　　自動車関連 　自動車用プレス部品
　　非自動車 　事務機器用部品他

　金型他
　プレス用金型
　樹脂金型・治具

非プレス関連　　
製品事業

　冷凍コンテナー・冷凍装置

　冷凍車等・空調機器 　バブコン・送風機・クリーンルーム用機器
　住宅用換気システム

　その他

　運送事業、表面処理事業

　キーボード

　カードリーダー・伝票用プリンター
　センサー・タッチパネル

３　会計方針の変更

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１(1)に記載のとおり、当連結会計年

　度の第１四半期連結会計期間より棚卸資産の評価基準の変更を行っております。この変更に伴い、従来の方

　法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業費用が「プレス関連製品事業」で45百万円「非

　プレス関連製品事業」で40百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

４　耐用年数の変更

　　「追加情報」１に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より耐用年数の変更を行って

　おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業費用が「プレ

ス関連製品事業」で58百万円、「非プレス関連製品事業」で12百万円増加し、営業利益が同額減少して　

　おります。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
日本
(百万円)

　北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

19,942 4,103 24,046 ― 24,046

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

354 ― 354 (354) ―

計 20,296 4,103 24,400 (354) 24,046

営業利益 1,579 660 2,239 (―) 2,239

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
日本
(百万円)

　北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

39,113 7,935 47,048 ― 47,048

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

760 ― 760 (760) ―

計 39,873 7,935 47,809 (760) 47,048

営業利益 3,304 1,337 4,641 (―) 4,641

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。

　　　２　本邦以外の地域に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。

　　北米・・・米国

３　会計方針の変更

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１(1)に記載のとおり、当連結会計年

　度の第１四半期連結会計期間より棚卸資産の評価基準の変更を行っております。この変更に伴い、従来の方

　法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「日本」の営業費用は86百万円増加し、営業利益が

　同額減少しております。

４　耐用年数の変更

　　「追加情報」１に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より耐用年数の変更を行って

　おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の「日本」の営　

　業費用は70百万円増加し、営業利益が同額減少しております。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

北米 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 4,103 4,103

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― 24,046

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

17.1 17.1

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

北米 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 7,935 7,935

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― 47,048

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

16.9 16.9

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的接近度によっております。

　　　２　地域の内訳は次の通りであります。

　　北米・・・米国
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,163.20円 1,135.38円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 51.30円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,638

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,638

普通株式の期中平均株式数(千株) 51,433

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 17.95円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　　２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 923

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 923

普通株式の期中平均株式数(千株) 51,430

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

第114期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年11月13日開催の取

締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、

次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 359百万円

②　１株当たりの金額 7円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月７日

東プレ株式会社

取締役会　御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　  遠    藤　       了    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　野 辺 地　       勉    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東プ

レ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東プレ株式会社及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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